
取　　引　　額　　報　　告　　書

	年度分（　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで）

	受　　付　　印


	経　　由　　印


	　　　大阪府知事登録旅行業第　　　　　号



	区　　　　　　分
	取　扱　人　員
（人）
	取　　引　　額

（円）

	自社の企画旅行に係る取引額（受託旅行業者及び自社に所属する旅行業者代理業者の取扱いによるものを含む）
	
	
	

	
	参加する旅行者の募集をすることにより実施するもの
	本邦内のみのもの
	
	

	
	
	上記以外
	
	

	
	旅行者からの依頼に
よるもの
	
	


	手配旅行に係る取引額（自社に所属する旅行業者代理業者の取扱いによるものを含む）
	
	

	旅行業法第二条第一項第八号及び第九号に係る取引額（自社に所属する旅行業者代理業者の取扱いによるものを含む）
	
	

	合　　　　　　計
（うち自社に所属する旅行業者代理業者の取引額）
	（　　　　　　）
	（　　　　　　　　　　）

	営業保証金の場合

	
	現在供託している金額
	

	
	上記により供託すべき金額
	

	
	（差額がある場合）追加して供託すべき額又は

　　　　　　　　　取り戻すことができる額
	

	弁済業務保証金分担金の場合
	

	
	現在納付している金額
	

	
	上記により納付すべき金額
	

	
	（差額がある場合）追加して納付すべき額又は

　　　　　　　　　取り戻すことができる額
	

	年　月　日
　
 　大阪府知事　殿
旅行業法第十条の規定により取引の額を報告します。
この報告書の記載事項は、事実に相違ありません。
報告者の氏名又は名称


取引額報告書の記入の際の注意事項
旅行業法第10条の規定により、毎事業年度終了後100日以内に、その事業年度における旅行業務に関する旅行者との取引の額を大阪府に報告してください。

＜取引額報告書記入要領＞

（１）｢取引額｣について

①　以下のものが「取引額」に含まれます。

・取扱額総額（クーポン手数料や取扱料金なども含まれます。）

・自社に所属する旅行業者代理業者の取扱額

・自社の募集型企画旅行を他の旅行業者に委託販売した取扱額総額

・旅行者への乗車券額の販売額総額

②　以下のものは｢取引額｣に含まれません。

・他の企画旅行業者の募集型企画旅行を受託販売した取引額及び委託旅行業者からの手数料

・他の旅行業者に販売した旅行素材（航空券、宿泊券）

・旅行業の登録を持っている運輸機関の自社券及び連絡乗車券
（２）旅行業法第二条第一項第八号及び第九号に係る取引額について

　　①　第八号に係る取引額とは、｢企画及び手配旅行に付随して、旅行者の案内、旅券の受給のための行政庁等に対する手続の代行その他の旅行者の便宜となるサービスを提供する行為｣に係る取引額をいいます。

②　第九号に係る取引額とは、｢旅行に関する相談に応ずる行為｣に係る取引額をいいます。

＜営業保証金の追加供託等について＞

　　　貴社の取引額の合計と別表（第７条関係）を比較し、

①　営業保証金として、供託すべき額が増加した場合

　　　事業年度終了の日の翌日から100日以内に最寄の供託所に追加供託し、併せて「営業保証金追加供託完了届出書」に、供託書の写しを添付し、大阪府へ提出してください（旅行業協会の会員の方は、貴社が分担金を納付している旅行業協会で追加納付してください。）。

②　営業保証金として供託すべき額が減少した場合

営業保証金取戻のための証明書の交付を大阪府に申請してください（申請書には供託書の写しが必要です。）。証明書交付後、その証明書を供託所に提出して、減少分を取り戻します（旅行業協会の保証社員であれば証明書は不要。大阪府へ提出した取引額報告書の写しを旅行業協会に提出してください。）。

旅行業法抜粋

第二条　　この法律で「旅行業」とは、報酬を得て、次に掲げる行為を行う事業（専ら運送サービスを提供する者のため、旅行者に対する運送サービスの提供について、代理して契約を締結する行為を行うものを除く。）をいう。

一　旅行の目的地及び日程、旅行者が提供を受けることができる運送又は宿泊のサービス（以下「運送等サービス」という。）の内容並びに旅行者が支払うべき対価に関する事項を定めた旅行に関する計画を、旅行者の募集のためにあらかじめ、又は旅行者からの依頼により作成するとともに、当該計画に定める運送等サービスを旅行者に確実に提供するために必要と見込まれる運送等サービスの提供に係る契約を、自己の計算において、運送等サービスを提供する者との間で締結する行為

二　前号に掲げる行為に付随して、運送及び宿泊のサービス以外の旅行に関するサービス（以下「運送等関連サービス」という。）を旅行者に確実に提供するために必要と見込まれる運送等関連サービスの提供に係る契約を、自己の計算において、運送等関連サービスを提供する者との間で締結する行為

三　旅行者のため、運送等サービスの提供を受けることについて、代理して契約を締結し、媒介をし、又は取次ぎをする行為

四　運送等サービスを提供する者のため、旅行者に対する運送等サービスの提供について、代理して契約を締結し、又は媒介をする行為

五　他人の経営する運送機関又は宿泊施設を利用して、旅行者に対して運送等サービスを提供する行為
六　前三号に掲げる行為に付随して、旅行者のため、運送等関連サービスの提供を受けることについて、代理して契約を締結し、媒介をし、又は取次ぎをする行為
七　第三号から第五号までに掲げる行為に付随して、運送等関連サービスを提供する者のため、旅行者に対する運送等関連サービスの提供について、代理して契約を締結し、又は媒介をする行為
八　第一号及び第三号から第五号までに掲げる行為に付随して、旅行者の案内、旅券の受給のための行政庁等に対する手続の代行その他旅行者の便宜となるサービスを提供する行為
九　旅行に関する相談に応ずる行為

第十条　　旅行業者は、毎事業年度終了後百日以内に、国土交通省令で定めるところにより、その事業年度における旅行業務に関する旅行者との取引の額を観光庁長官に報告しなければならない。

（※大阪府知事登録旅行業者は、大阪府知事に報告が必要）

第十九条　観光庁長官は、旅行業者等が次の各号の一に該当するときは、六月以内の期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じ、又は登録を取り消すことができる。

一　この法律若しくはこの法律に基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。

第七十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。　

二　第十条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者
旅行業法施行規則　別表（第7条関係）
	前事業年度における旅行業務に関する旅行者との取引の額（第6条の2第1項に掲げる場合にあっては、同条第2項に掲げる額）
	営業保証金の額

	
	第一種旅行業の
登録を受けた者
	第二種旅行業の
登録を受けた者
	第三種旅行業の
登録を受けた者
	地域限定旅行業の
登録を受けた者

	400万円未満
	7,000万円
	1,100万円
	　　300万円
	　　15万円

	    400万円以上  5,000万円〃　 
	7,000万円
	1,100万円
	　　300万円
	　　100万円

	  5,000万円〃　　　2億円〃　
	7,000万円
	1,100万円
	　　300万円
	　　300万円

	2億円〃　　  4億円〃
	7,000万円
	1,100万円
	　　450万円
	　　450万円

	4億円〃　　　7億円〃
	7,000万円
	1,100万円
	　　750万円
	　　750万円

	7億円〃     10億円〃
	7,000万円
	1,300万円
	　　900万円
	　　900万円

	10億円〃　　 15億円〃
	7,000万円
	1,400万円
	1,000万円
	1,000万円

	15億円〃　　 20億円〃
	7,000万円
	1,500万円
	1,100万円
	1,100万円

	20億円〃　　 30億円〃
	7,000万円
	1,600万円
	1,200万円
	1,200万円

	30億円〃　　 40億円〃
	7,000万円
	1,800万円
	1,300万円
	1,300万円

	40億円〃　　 50億円〃
	7,000万円
	1,900万円
	1,400万円
	1,400万円

	50億円〃　　 60億円〃
	7,000万円
	2,300万円
	1,600万円
	1,600万円

	60億円〃　　 70億円〃
	7,000万円
	2,700万円
	1,900万円
	1,900万円

	70億円〃　　 80億円〃
	8,000万円
	3,000万円
	2,200万円
	2,200万円

	80億円〃　  150億円〃
	10,000万円
	3,800万円
	2,700万円
	2,700万円

	150億円〃　  300億円〃
	12,000万円
	4,600万円
	3,200万円
	3,200万円

	300億円〃　  500億円〃
	13,000万円
	4,800万円
	3,400万円
	3,400万円

	500億円〃 　 700億円〃
	14,000万円
	5,300万円
	3,800万円
	3,800万円

	700億円〃  1,000億円〃
	15,000万円
	5,500万円
	4,000万円
	4,000万円

	1,000億円〃  1,500億円〃
	16,000万円
	6,000万円
	4,300万円
	4,300万円

	1,500億円〃  2,000億円〃
	18,000万円
	6,600万円
	4,700万円
	4,700万円

	2,000億円〃  3,000億円〃
	20,000万円
	7,600万円
	5,400万円
	5,400万円

	3,000億円〃  4,000億円〃
	25,000万円
	9,200万円
	6,600万円
	6,600万円

	4,000億円〃  5,000億円〃
	30,000万円
	11,000万円
	7,900万円
	7,900万円

	5,000億円〃      1兆円〃
	35,000万円
	13,000万円
	9,300万円
	9,300万円

	1兆円〃      2兆円〃
	45,000万円
	17,000万円
	12,000万円
	12,000万円

	2兆円以上1兆円につき
	10,000万円
	　3,000万円
	2,500万円
	2,500万円


※旅行業協会の保証社員の場合、弁済業務保証金分担金納付額は営業保証金額の5分の1の額となります。
第六号様式（第九条の二関係）





（日本工業規格　Ａ列４番）








